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悠長な政府に先駆けて法改正を提案
　岸田首相は2021年10月、205回臨時国会の
所信表明演説で「医療資源の確保のための法改
正」を明言したが、208回通常国会での法案提出
を見送った。結局、政府が医療分野の新型コロナ対
策関連として208回通常国会に提出した法案は、
緊急薬事承認制度創設を柱とした「医薬品、医療
機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す
る法律等の一部を改正する法律案」のみだった。
　一方、立憲民主党は208回通常国会で、速やか
に医療提供体制を拡充し、有用な治療薬を確保す
るため、①オミクロン・感染症対策支援法案、②「コ
ロナかかりつけ医」法案、③特定医薬品特措法案を
衆議院に提出した。

「自宅放置死」を防ぐ制度を提案
　3法案の主な内容は、①医療提供体制確保のた
めに都道府県等が医療機関と協定を締結できるよ
うにすること、国の司令塔機能の強化策、②重症化
リスクが高い人等が確実に医療を受けられる「コロ
ナかかりつけ医」制度の創設、③国主導で有用な
治療薬を迅速に確保するための仕組みの創設であ
る。3法案は政府案とともに審議された。
　新型コロナの患者が自宅で放置されて亡くなる
ケースが相次いだため、立憲民主党は「コロナかか
りつけ医」制度を速やかに創設するよう強く訴え
た。しかし、岸田首相は「かかりつけ医等の議論に
ついては、丁寧に進めさせていただく」等と答弁す
るだけで、速やかな創設を拒んだ。3法案は与党等
の反対によって否決された。

10万円給付はクーポンではなく現金で
　政府は2021年11月、「令和3年度子育て世帯
等臨時特別支援事業」として18歳までの子どもへ
の10万円相当の給付を決定した。政府は当初、
10万円のうち5万円は同年末までに現金で、残り
の5万円はクーポンで2022年6月までに支給す
るとした。それに対して立憲民主党は、クーポンは
使い勝手が悪いうえ、同年7月の参議院選挙目当
てであることを指摘し、現金一括給付の3倍の事
務費がかかることなどを明らかにした。
　立憲民主党は、これらを改善するために、地方自
治体が地域の実情に応じて自主的に支給方法を
決められるようにし、事務経費や事務負担の軽減、
迅速な給付、住民の意向の反映などが可能となる
よう、子ども給付金全額現金給付可能法案を207
回臨時国会で衆議院に提出した。
　法案は成立しなかったが、政府は、この提案を受
け、現金一括給付を容認し、結果的に全国1741
市区町村のうち、1402団体が現金一括給付を
行った。

離婚後ひとり親世帯への支給を実現
　政府は支給時期を急ぐあまり、制度設計がずさ
んであり、支給基準日である2021年9月1日以
降に離婚した場合に、実際に子どもを養育してい
る者が支給を受けられないケースも発覚した。
　立憲民主党は、現に養育している親が受給でき
るよう2021年12月に政府に申し入れるととも
に、208回通常国会で離婚世帯子ども給付金支
給法案を衆議院に提出し、政府に制度改正を求め
た。その結果、政府は国の責任で支給すると方針
転換した。
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第3章  焦点となった法案・課題への対応

新型コロナウイルス対策

科学と事実に基づくビヨンド・コロナへ

先手先手で事態の変化に即した要請を実施
　立憲民主党は2021年の204回通常国会閉会後も
新型コロナウイルス対策本部を開催し、関係府省等から
のヒアリングを行った。そして、五輪関係者の水際対策
の徹底、医療ひっ迫に備えた病床の確保、中等症患者
の入院原則の堅持、妊婦のワクチン接種の実施、感染し
た妊婦の出産病床の整備、自宅死を防ぐための医療提
供体制の大幅強化、学校での感染防止、抗体カクテル
療法の自宅使用の促進、在宅医療の拡充、追加支援策
の実施、診療報酬等の上乗せ特例の延長、オミクロン株
への対策の徹底・強化、「病床確保等本部」の設置、濃
厚接触者の待機期間短縮に向けた科学的検討および
検査体制の抜本拡充をはじめ、先手先手で事態の変化
に即した要請を行った。
　2022年3月3日には「『新型コロナウイルスの感染
症法上の分類を5類に変更すべき』との意見に対する
考え方」を取りまとめた。

政府・与野党連絡協議会で積極的に提案
　新型コロナウイルスの感染者が全国で増えてきたこ
とを受け、新型コロナウイルス対策政府・与野党連絡協
議会の定例化を立憲民主党が強く求め、2022年1月
27日、政府・与野党連絡協議会が再スタートした。立憲
民主党は、新型コロナウイルス対策等に関する要望事
項を毎回文書で提出し協議をリードした。
　高齢者等のワクチン接種（3回目）の完了、緊急事態
宣言の発出を含めた人流抑制策の検討、みなし陽性の
ような運用を回避するための検査体制の充実、自宅療
養者へのケアや入院体制の充実等、分析とファクトに基
づいた対策の実施、3月末期限切れの支援措置の延
長、在外邦人の3回目のワクチンの空港接種、アストラゼ
ネカ社ワクチンの3回目接種、大型連休中の感染防止

の呼び掛け、4回目接種の考え方の整理、マスク着脱の
考え方の整理、第7波への対応、医療従事者等への4回
目接種の拡大、後遺症対策などを求め、実現を促した。

科学と事実に基づくビヨンド・コロナへ
　岸田首相は、先手先手といいながら感染症法改正案
の提出を先送りするとともに、オミクロン株の急速な感
染拡大が見込まれる中、水際対策を緩和した。また、解
散前に補正予算を組むべきであったのに、党利党略で
時間を空費した。「医療難民ゼロ」も達成できなかった。
　2回目接種から8カ月経過後のワクチン3回目の追
加接種が2021年12月に始まった。もっと早く追加接
種の方針を打ち出していれば、第6波の悲劇を防ぐこ
とができたはずである。
　政府が進めてきた「withコロナ」（社会経済と感染対
策の両立）では、政治の都合による対策の歪み、ワクチ
ン接種の遅れ、医療提供体制の不十分さ等により、感
染抑制と感染拡大の波が何度となく繰り返され、社会
経済活動の制約が長期化し、国民生活や経済に深刻な
影響を与え、医療逼迫や自宅死増を招いた。
　政府の新型コロナウイルス感染症対応に関する有識
者会議の検証作業は、極めて不十分なものに終わっ
た。新型コロナ対策を専門的見地から客観的に検証す
るための「コロナ対策調査委員会」の国会設置を求めて
いく。
　立憲民主党は、これまでの新型コロナ対策を検証し、
①水際対策の徹底と検査体制の拡充、②国の司令塔
機能の整備、③「コロナかかりつけ医」制度の導入、④国
産治療薬・ワクチン開発の推進、⑤収入が減った事業者
や生活困窮者等への十分な経済的支援の実施等を行
い、科学と事実に基づくコロナ対策（ビヨンド・コロナ）を
推進する。
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